
Ⅰ 調査研究のフレーム

１ 本調査研究の目的

2008年７月に開催された「北海道洞爺湖サミッ

ト」では，ポスト京都議定書の気候変動枠組みの主

要因である地球温暖化防止などの環境問題が主要

テーマとして取り上げられた。北海道においては，

国民１人当たりの年間二酸化炭素排出量は9.5トン

を上回る量を排出しており，全国ベースと比較して

も高くなっている。この観点からも，温暖化防止を

初めとした環境調和型製品や環境関連装置製造など

の産業振興を図ることは急務である。

北海道経済産業局の調査 によると，環境ビジネ

スに関与している本道企業（以下，北海道環境企業

という）は1,845社程度あると報告されているが，

生産および販売など経営の実態を把握している調査

研究は少ない。

本調査研究では，北海道環境企業に対して，

① 経営動向：売上高伸び率，最近の売上高対経

常利益率

② 生産資源：活用している地域資源（天然素材，

副産物・廃棄物，技術），地域資源の発掘並びに

再発見，地域資源の発掘・再発見の観点，地域

資源の活用による生産面の改善・経営活動の改

善，研究開発，販売開始からの経過期間，製品

差別化のポイント

③ 人的資源ネットワーク：連携対象地域，連携

内容，連携のキッカケ，研究機関・大学との連

携内容，研究機関・大学への期待

④ 制度資源：補助金の活用，融資制度の活用，

融資を受ける際の障害

⑤ 経営上の諸課題：研究開発費，経営管理方法，

競合他社への強み，経営上の課題

などの項目からなるアンケート調査を行った。この

結果から北海道環境企業の経営実態を把握し，今後

の経営力の見直しや強化を図る上での課題を探るこ

とを目的とする。

２ 調査研究の方法

⑴ 調査の方式 書面郵送によるアンケート調査

⑵ 調査の時期 2008年８月17日～2008年９月５

日（アンケート調査）

⑶ 調査の対象 道内の商工会議所の会員や各種団

体等の会員等475社を対象とし

た。

⑷ 回 収 数 162社（回収率34.2％）

⑸ 有効回答数 153社（有効回答率32.3％：環境

調和型製品製造46.0％，環境関連

装置製造27.1％，リサイクル

31.1％）

Ⅱ 調査結果の概要

１ 回答企業の属性

⑴ 環境ビジネスの主力分野と業種

有効回答153社中，環境調和型製品製造35社

（22.9％），環境関連装置製造36社（23.5％），リサ

イクル82社（53.6％）で，リサイクルを環境ビジネ

スの主力分野とする企業の回答数が多くなった。
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業種は，製造業が最も多く51社（33.3％），次い

で廃棄物処理業39社（25.5％），建設業 31社

（20.3％），サービス業13社（8.5％），その他12社

（7.8％），運輸業４社（2.6％），農林水産業３社

（2.0％）の順であった（表１）。

⑵ 資本金

全体では，資本金「1,000万円以上5,000万円未

満」の企業が60.1％を占めて多く，次いで「5,000万

円以上１億円未満」の企業が16.3％と多い（表２）。

環境ビジネス分野別でも「1,000万円以上5,000

万円未満」と「5,000万円以上１億円未満」の企業合

計が約７割を占め，全体と同様の傾向であった。

⑶ 売上高

全体では，売上高「10億円以上50億円未満」の企

業が20.9％を占めて最も多いが，「１億円以上３億

円未満」，「３億円以上５億円未満」，「５億円以上10

億円未満」の企業もそれぞれ約14％を占めるなど，

売上高はばらついている（表３）。

環境ビジネス分野別では，全体と同様にばらつき

は見られるものの，環境関連装置製造では「１億円

以上３億円未満」の企業が22.2％で最も多く，売り

上げ規模の小さい企業が多く見られる。

⑷ 従業員数（臨時パート含む総従業員数）

全体では，臨時パート含む総従業員数は「20人未

満」が40.5％を占め，次いで「20人以上50人未満」

が30.7％となっており，50人未満の企業が７割以上
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表1 業 種

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

農 林 水 産 0 0.0 0 0.0 3 3.7 3 2.0

建 設 4 11.4 11 30.6 16 19.5 31 20.3

製 造 22 62.9 17 47.2 12 14.6 51 33.3

運 輸 0 0.0 0 0.0 4 4.9 4 2.6

廃 棄 物 処 理 4 11.4 0 0.0 35 42.7 39 25.5

サ ー ビ ス 3 8.6 5 13.9 5 6.1 13 8.5

そ の 他 2 5.7 3 8.3 7 8.5 12 7.8

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

表2 資本金

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

300 万 円 未 満 1 2.9 1 2.8 6 7.3 8 5.2

300 ～ 1,000 万 円 未 満 3 8.6 2 5.6 7 8.5 12 7.8

1,000 ～ 5,000 万 円 未 満 19 54.3 17 47.2 56 68.3 92 60.1

5,000 ～ １ 億 円 未 満 6 17.1 8 22.2 11 13.4 25 16.3

１ 億 ～ 10 億 円 未 満 4 11.4 6 16.7 2 2.4 12 7.8

10 億 円 以 上 1 2.9 2 5.6 0 0.0 3 2.0

無 回 答 1 2.9 0 0.0 0 0.0 1 0.7

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

表3 売上高

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

5,000 万 円 未 満 4 11.4 6 16.7 7 8.5 17 11.1

5,000 万 ～ １ 億 円 未 満 2 5.7 3 8.3 6 7.3 11 7.2

１ 億 ～ ３ 億 円 未 満 4 11.4 8 22.2 10 12.2 22 14.4

３ 億 ～ ５ 億 円 未 満 3 8.6 5 13.9 13 15.9 21 13.7

５ 億 ～ 10 億 円 未 満 3 8.6 5 13.9 13 15.9 21 13.7

10 億 ～ 50 億 円 未 満 11 31.4 5 13.9 16 19.5 32 20.9

50 億 ～ 100 億 円 未 満 0 0.0 0 0.0 3 3.7 3 2.0

100 億 円 以 上 3 8.6 2 5.6 5 6.1 10 6.5

無 回 答 5 14.3 2 5.6 9 11.0 16 10.5

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0



を占めている（表４）。

環境ビジネス分野別でも50人未満が占める割合

が多い。

⑸ 設立年数

全体では，設立年数「50年以上」（19.6％）と「30

年以上40年未満」（18.3％）の企業がそれぞれ２割

近くを占め，次いで「10年以上20年未満」（17.6％），

「20年以上30年未満」（16.3％）の企業が続き，設立

年数はばらついている（表５）。

環境ビジネス分野別では，リサイクル企業で「10

年以上20年未満」の企業が23.2％と多く，他の分野

に比べ設立後の年数が短い。

２ 調査結果

⑴ 経営の動向

１)環境ビジネス分野の売上高伸び率（３年前と

の比較）

全体では，「１％以上10％未満増加」（21.6％）が

最も多く，次いで「０％（かわらない）」（14.4％），

「50％以上増加」（12.4％），「30％未満10％以上減少」

（12.4％）と続きばらついている。０％（かわらない）

及び減少した企業を合わせると47.1％に達する（表

６）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造で

増加している企業が比較的多く，環境関連装置製造

及びリサイクルでは減少しているとする企業が比較
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表6 環境ビジネス分野の売上高推移

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

30 ％ 以 上 減 少 1 2.9 3 8.3 11 13.4 15 9.8

30 ％ 未 満 ～ 10 ％ 以 上 減 少 4 11.4 3 8.3 12 14.6 19 12.4

10 ％ 未 満 ～ １ ％ 以 上 減 少 5 14.3 2 5.6 9 11.0 16 10.5

０ ％ （か わ ら な い) 6 17.1 8 22.2 8 9.8 22 14.4

１ ％ 以 上 ～ 10 ％ 未 満 増 加 6 17.1 5 13.9 22 26.8 33 21.6

10 ％ 以 上 ～ 30 ％ 未 満 増 加 5 14.3 4 11.1 7 8.5 16 10.5

30 ％ 以 上 ～ 50 ％ 未 満 増 加 1 2.9 2 5.6 5 6.1 8 5.2

50 ％ 以 上 増 加 7 20.0 6 16.7 6 7.3 19 12.4

無 回 答 0 0.0 3 8.3 2 2.4 5 3.3

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

表4 従業員数

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

20 人 未 満 12 34.3 21 58.3 29 35.4 62 40.5

20 ～ 50 人 未 満 10 28.6 8 22.2 29 35.4 47 30.7

50 ～ 100 人 未 満 6 17.1 3 8.3 16 19.5 25 16.3

100 ～ 500 人 未 満 5 14.3 3 8.3 5 6.1 13 8.5

500 人 以 上 1 2.9 1 2.8 1 1.2 3 2.0

無 回 答 1 2.9 0 0.0 2 2.4 3 2.0

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

表5 設立年数

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

５ 年 未 満 2 5.7 0 0.0 3 3.7 5 3.3

５ 年 ～ 10 年 未 満 5 14.3 6 16.7 8 9.8 19 12.4

10 年 ～ 20 年 未 満 2 5.7 6 16.7 19 23.2 27 17.6

20 年 ～ 30 年 未 満 7 20.0 6 16.7 12 14.6 25 16.3

30 年 ～ 40 年 未 満 8 22.9 5 13.9 15 18.3 28 18.3

40 年 ～ 50 年 未 満 4 11.4 1 2.8 12 14.6 17 11.1

50 年 以 上 7 20.0 10 27.8 13 15.9 30 19.6

無 回 答 0 0.0 2 5.6 0 0.0 2 1.3

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0
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的多い。

２)最近決算期における経常利益率

全体では，「２％未満」（25.5％）の企業が最も多

く，次いで「マイナス」（23.5％），「２％以上４％未

満」（18.3％）とする企業が続いており，４％未満及

びマイナスとする企業の合計は67.3％に達する（表

７）。

環境ビジネス分野別では，リサイクルで10％以上

とする企業があわせて22.0％あり，他の分野に比較

して業績にばらつきが見られる。

⑵ 生産資源

１)環境ビジネス分野で活用している地域資源

全体では，環境ビジネス分野で活用している地域

資源を「廃棄物」（54.9％）とする企業が最も多く，

次いで「技術や技法（自社及び連携相手）」（22.9％），

「製造工程上の副産物」（20.9％）とする企業が続い

ている（表８）。

環境ビジネス分野別では，環境関連装置製造で「技

術や技法（自社及び連携相手）」とする企業が最も多

くなっているのが特徴である。

２)地域資源の発掘及び再発見の観点

全体では，地域資源の発掘及び再発見の観点を「自

社による顧客ニーズの把握」（41.8％）及び「自社技

術の向上」（34.0％）とする企業が多い（表９）。

環境ビジネス分野別でも同様の傾向である。

３)地域資源の活用による生産面の改善

全体では，「原材料として製品差別化に活用」

（31.4％）及び「原材料の安定的確保に活用」（31.4％）

が最も多く，地域資源としての原材料を生産面の改

善に活用している企業が多い（表10）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造で

「新製品開発に活用」（33.3％），また環境関連装置製

造では，「研究開発に活用」（42.9％）がそれぞれ多

くなっている。

４)地域資源の活用による経営活動の改善（生産

面の改善除く）

全体では，「販路開拓活動」（47.1％）に地域資源

を活用している企業が最も多く，次いで「市場調査・

情報収集活動」（29.4％），「取引先（顧客）の選定」

（23.5％）となっている（表11）。

環境ビジネス分野別では，環境関連装置製造で「展

示会・見本市への出展」に地域資源を活用している

企業が比較的多いのが特徴である。

表7 経常利益率

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

マ イ ナ ス 10 28.6 10 27.8 16 19.5 36 23.5

２ ％ 未 満 8 22.9 11 30.6 20 24.4 39 25.5

２ ％ 以 上 ～ ４ ％ 未 満 7 20.0 5 13.9 16 19.5 28 18.3

４ ％ 以 上 ～ ６ ％ 未 満 3 8.6 4 11.1 3 3.7 10 6.5

６ ％ 以 上 ～ ８ ％ 未 満 1 2.9 1 2.8 3 3.7 5 3.3

８ ％ 以 上 ～ 10 ％ 未 満 4 11.4 0 0.0 4 4.9 8 5.2

10 ％ 以 上 ～ 15 ％ 未 満 0 0.0 0 0.0 9 11.0 9 5.9

15 ％ 以 上 2 5.7 2 5.6 9 11.0 13 8.5

無 回 答 0 0.0 3 8.3 2 2.4 5 3.3

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

表8 地域資源の活用

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

天 然 素 材（農 林 水 産 系) 3 8.6 6 16.7 11 13.4 20 13.1

天 然 素 材（鉱 物 系) 3 8.6 4 11.1 9 11.0 16 10.5

副 産 物（農 林 水 産 系) 8 22.9 3 8.3 7 8.5 18 11.8

副 産 物（鉱 物 系) 1 2.9 1 2.8 3 3.7 5 3.3

製 造 工 程 上 の 副 産 物 6 17.1 4 11.1 22 26.8 32 20.9

廃 棄 物 17 48.6 10 27.8 57 69.5 84 54.9

技 術 や 技 法（自社及び連携相手) 7 20.0 17 47.2 11 13.4 35 22.9

そ の 他 3 8.6 4 11.1 3 3.7 10 6.5

特 に 活 用 し て い な い 7 20.0 7 19.4 1 1.2 15 9.8

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も活用しているものと次に活用しているもの２つの合計
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５)環境配慮型製品・装置・サービスの研究開発

期間

全体では，研究開発期間は「２年以上」（43.8％）

を要した企業が最も多い（表12）。

環境ビジネス分野別では，リサイクルで「１年以

上２年未満」の企業も多く，他の分野に比較して短

期間の研究開発期間となっている。

６)環境配慮型製品・装置・サービスの販売開始

からの経過期間

全体では，販売開始から「５年以上」（26.8％）が

最も多く，次いで「３年以上５年未満」（18.3％）で

あり，３年以上とする企業を合わせると45.1％とな

る（表13）。

環境ビジネス分野別では，環境関連装置製造で販

売開始からの期間が短い企業の割合も多い。

７)環境配慮型製品・装置・サービスの製品差別

化のポイント

全体では，「有害化学物質規制」（25.5％）が最も

多いが，製品差別化のポイントはかなりばらつきが

みられる（表14）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造で

「エコデザイン」・「グリーン購入」・「環境ラベル（エ

表10 地域資源の活用による生産面の改善

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

原材料として製 品 差 別 化 に 活 用 12 34.3 8 22.2 28 34.1 48 31.4

原 材 料 の 安 定 的 確 保 に 活 用 10 28.6 3 8.3 35 42.7 48 31.4

新 製 品 開 発 に 活 用 15 42.9 10 27.8 9 11.0 34 22.2

既 存 製 品 の 改 良 に 活 用 5 14.3 10 27.8 9 11.0 24 15.7

製 品 イ メ ー ジ の 向 上 に 活 用 5 14.3 0 0.0 7 8.5 12 7.8

研 究 開 発 に 活 用 5 14.3 12 33.3 11 13.4 28 18.3

製 造 設 備 の 強 化 0 0.0 2 5.6 5 6.1 7 4.6

製 造 ・ 加 工 技 術 の 向 上 4 11.4 6 16.7 16 19.5 26 17.0

そ の 他 0 0.0 4 11.1 1 1.2 5 3.3

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表11 地域資源の活用による経営活動の改善

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

市 場 調 査 ・ 情 報 収 集 活 動 7 20.0 8 22.2 30 36.6 45 29.4

展 示 会 ・ 見 本 市 へ の 出 展 8 22.9 12 33.3 6 7.3 26 17.0

取 引 先 (顧 客) の 選 定 7 20.0 3 8.3 26 31.7 36 23.5

商 品 デ ザ イ ン の 工 夫 2 5.7 4 11.1 3 3.7 9 5.9

販 路 開 拓 活 動 20 57.1 14 38.9 38 46.3 72 47.1

広 告 宣 伝 活 動 5 14.3 5 13.9 12 14.6 22 14.4

ブ ラ ン ド 管 理 6 17.1 5 13.9 3 3.7 14 9.2

そ の 他 0 0.0 5 13.9 1 1.2 6 3.9

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表9 地域資源の発掘及び再発見方法

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

先 代 か ら 継 承 4 11.4 1 2.8 7 8.5 12 7.8

自 社 に よ る 顧 客 ニ ー ズ の 把 握 11 31.4 13 36.1 40 48.8 64 41.8

取 引 先 か ら の ア ド バ イ ス 3 8.6 7 19.4 16 19.5 26 17.0

自 社 技 術 の 向 上 15 42.9 14 38.9 23 28.0 52 34.0

他 社 事 例 の 活 用 4 11.4 4 11.1 19 23.2 27 17.6

地 域 経 済 の 活 性 化 4 11.4 8 22.2 13 15.9 25 16.3

資 源 の 特 産 的 位 置 づ け 9 25.7 3 8.3 15 18.3 27 17.6

そ の 他 4 11.4 6 16.7 4 4.9 14 9.2

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重視したものと次に重視したもの２つの合計
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コマーク等）」とする企業が多く，完成した製品自体

の環境配慮をポイントとしているのに対し，環境関

連装置製造で「有害化学物質規制」とともに装置の

ライフサイクル全体をポイントとする「ライフサイ

クルアセスメント（LCA）」が多い。

⑶ 人的資源ネットワーク

１)環境ビジネス分野の業務で連携を行う対象地

域

全体では，通常の営業活動の「地域内で連携」

（52.3％）が最も多い（表15）。

環境ビジネス分野別では，環境関連装置製造で「地

域内で連携」（44.4％）と「地域外で連携」（44.4％）

が同数あり，他の分野と比べ地域外との連携を行っ

ている傾向が強い。

２)連携相手と取り組んでいる内容

全体では，「研究開発」（41.2％）が最も多く，次

いで「販路開拓」（35.9％）が続いている（表16）。

環境ビジネス分野別では，リサイクルで「販路開

拓」が最も多いのが特徴である。

３)連携のキッカケ

全体では，「責任者同士の業務上の面識」（34.0％）

が連携のキッカケとなった企業が最も多く，次いで

「外部の組織からの仲介」（31.4％）が続いている（表

表12 研究開発期間

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

６ ヶ 月 未 満 2 5.7 0 0.0 2 2.4 4 2.6

６ ヶ 月 以 上 ～ １ 年 未 満 3 8.6 5 13.9 7 8.5 15 9.8

１ 年 以 上 ～ ２ 年 未 満 3 8.6 4 11.1 21 25.6 28 18.3

２ 年 以 上 21 60.0 22 61.1 24 29.3 67 43.8

わ か ら な い 4 11.4 3 8.3 18 22.0 25 16.3

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

表13 販売期間

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

１ 年 未 満 1 2.9 5 13.9 3 3.7 9 5.9

１ 年 以 上 ～ ２ 年 未 満 4 11.4 3 8.3 8 9.8 15 9.8

２ 年 以 上 ～ ３ 年 未 満 3 8.6 4 11.1 8 9.8 15 9.8

３ 年 以 上 ～ ５ 年 未 満 8 22.9 7 19.4 13 15.9 28 18.3

５ 年 以 上 13 37.1 8 22.2 20 24.4 41 26.8

わ か ら な い 3 8.6 5 13.9 19 23.2 27 17.6

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

表14 環境配慮のポイント

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

グ リ ー ン 購 入 9 25.7 7 19.4 16 19.5 32 20.9

エ コ デ ザ イ ン 10 28.6 3 8.3 12 14.6 25 16.3

有 害 化 学 物 質 規 制 6 17.1 13 36.1 20 24.4 39 25.5

ライフサイクルアセスメント（LCA) 6 17.1 13 36.1 13 15.9 32 20.9

環 境 ラ ベ ル（エコマーク等) 9 25.7 8 22.2 18 22.0 35 22.9

そ の 他 8 22.9 5 13.9 10 12.2 23 15.0

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表15 連携対象地域

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

地 域 内 で 連 携 21 60.0 16 44.4 43 52.4 80 52.3

地 域 外 で 連 携 7 20.0 16 44.4 15 18.3 38 24.8

連 携 し て い な い 5 14.3 4 11.1 20 24.4 29 19.0

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0
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17）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造及

び環境関連装置製造で「外部の組織からの仲介」の

方が多くなっており，また「評判を聞いて自社が直

接アプローチ」の割合が高く積極的な企業も見られ

る。

４)道内研究機関・公設試験場・大学との連携内

容

全体では，道内研究機関・公設試験場・大学との

連携は「特に取り組んでいない」（41.8％）が最も多

く，次いで連携し，その内容は「製品開発上の相談・

技術指導・共同研究」（34.6％）が続いている（表18）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造及

び環境関連装置製造は道内研究機関・公設試験場・

大学と連携し，その内容は「製品開発上の相談・技

術指導・共同研究」とする企業が多いが，リサイク

ルでは「特に取り組んでいない」企業が多い。

５)道内研究機関・公設試験場との連携に期待す

ること

全体では，道内研究機関・公設試験場に望むこと

として「気軽に相談に応じて欲しい」（28.1％），「積

極的に情報提供して欲しい」（27.5％）が多い（表

19）。

環境ビジネス分野別では，環境関連装置製造にお

いて「技術情報をより多く持っていて欲しい」と期

待する企業が多いのが特徴である。

６)道内大学との連携に期待すること

全体的には，道内大学との連携に期待することと

して「積極的に情報提供して欲しい」（32.0％）が最

も多く，続いて「気軽に相談に応じて欲しい」

表16 連携内容

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

ニ ー ズ の 把 握 7 20.0 8 22.2 20 24.4 35 22.9

商 品 の 企 画 6 17.1 8 22.2 7 8.5 21 13.7

研 究 開 発 17 48.6 24 66.7 22 26.8 63 41.2

販 路 開 拓 12 34.3 14 38.9 29 35.4 55 35.9

ブ ラ ン ド 管 理 3 8.6 2 5.6 4 4.9 9 5.9

そ の 他 2 5.7 3 8.3 1 1.2 6 3.9

特 に 取 り 組 ん で い な い 4 11.4 2 5.6 26 31.7 32 20.9

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表17 連携のキッカケ

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

責 任 者 同 士 の 業 務 上 の 面 識 10 28.6 14 38.9 28 34.1 52 34.0

外 部 の 組 織 か ら の 仲 介 13 37.1 15 41.7 20 24.4 48 31.4

各 種 商 談 会 や 交 流 会 9 25.7 7 19.4 10 12.2 26 17.0

地縁・血縁・出身校などの繫がり 1 2.9 1 2.8 1 1.2 3 2.0

評判を聞いて自社が直接アプローチ 7 20.0 11 30.6 14 17.1 32 20.9

他 社 か ら の 直 接 の 申 し 込 み 2 5.7 3 8.3 9 11.0 14 9.2

そ の 他 1 2.9 1 2.8 1 1.2 3 2.0

特 に キ ッ カ ケ が な い 4 11.4 4 11.1 23 28.0 31 20.3

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表18 道内研究機関・公設試験場・大学との連携

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

素材開発上の技術指導・共同研究 5 14.3 4 11.1 7 8.5 16 10.5

製品開発上の相談・技術指導・共同研究 17 48.6 19 52.8 17 20.7 53 34.6

量産化に関する相談･技術指導･共同研究 0 0.0 1 2.8 1 1.2 2 1.3

社 員 派 遣 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

そ の 他 0 0.0 3 8.3 2 2.4 5 3.3

特 に 取 り 組 ん で い な い 9 25.7 7 19.4 48 58.5 64 41.8

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0
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（25.5％），「技術情報をより多く持っていて欲しい」

（21.6％）が多くなっており，道内研究機関・公設試

験場よりも道内大学に技術情報提供を期待する企業

が多い（表20）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造及

び環境関連装置製造で「技術情報をより多く持って

いて欲しい」と期待する傾向が強い。

⑷ 制度資源

１)環境ビジネス分野で受けたことがある補助金

全体では，補助金を「受けたことがない」（49.7％）

企業がほぼ半数を占めている（表21）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造及

び環境関連装置製造で「国の補助金」及び「北海道

の補助金」を受けたことがある企業が多いのに比べ，

リサイクルでは「受けたことがない」企業が多い。

表19 道内研究機関・公設試験場との連携に期待すること

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計
社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

気 軽 に 相 談 に 応 じ て 欲 し い 10 28.6 10 27.8 23 28.0 43 28.1

積 極 的 に 情 報 提 供 し て 欲 し い 7 20.0 11 30.6 24 29.3 42 27.5

商品化も相談できるようにして欲しい 7 20.0 5 13.9 10 12.2 22 14.4

自 社 の業種分野 も 扱 っ て 欲 し い 3 8.6 4 11.1 6 7.3 13 8.5

技術情報をより多く持っていて欲しい 6 17.1 12 33.3 7 8.5 25 16.3

補助金などの施策情報を教えて欲しい 4 11.4 6 16.7 11 13.4 21 13.7

試験等の結果を早く出して欲しい 3 8.6 4 11.1 9 11.0 16 10.5

自社のニーズにあった設備を導入して欲しい 5 14.3 3 8.3 5 6.1 13 8.5

技 術 レ ベ ル を 高 め て 欲 し い 2 5.7 2 5.6 4 4.9 8 5.2

機器を自社研究員に使わせて欲しい 1 2.9 0 0.0 4 4.9 5 3.3

研 究 会等を頻繁 に 開 い て 欲 し い 1 2.9 1 2.8 1 1.2 3 2.0

そ の 他 0 0.0 1 2.8 2 2.4 3 2.0

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表20 道内大学との連携に期待すること

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計
社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

気 軽 に 相 談 に 応 じ て 欲 し い 8 22.9 13 36.1 18 22.0 39 25.5

積 極 的 に 情 報 提 供 し て 欲 し い 7 20.0 15 41.7 27 32.9 49 32.0

商品化も相談できるようにして欲しい 3 8.6 3 8.3 3 3.7 9 5.9

自 社 の業種分野 も 扱 っ て 欲 し い 0 0.0 6 16.7 6 7.3 12 7.8

技術情報をより多く持っていて欲しい 10 28.6 11 30.6 12 14.6 33 21.6

補助金などの施策情報を教えて欲しい 1 2.9 0 0.0 5 6.1 6 3.9

試験等の結果を早く出して欲しい 2 5.7 1 2.8 3 3.7 6 3.9

自社のニーズにあった設備を導入して欲しい 2 5.7 0 0.0 1 1.2 3 2.0

技 術 レ ベ ル を 高 め て 欲 し い 6 17.1 5 13.9 8 9.8 19 12.4

機器を自社研究員に使わせて欲しい 1 2.9 0 0.0 2 2.4 3 2.0

研 究 会等を頻繁 に 開 い て 欲 し い 4 11.4 5 13.9 1 1.2 10 6.5

そ の 他 0 0.0 1 2.8 2 2.4 3 2.0

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表21 受けたことがある補助金

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

国 の 補 助 金 17 48.6 16 44.4 7 8.5 40 26.1

北 海 道 の 補 助 金 16 45.7 13 36.1 13 15.9 42 27.5

市 町 村 の 補 助 金 7 20.0 5 13.9 6 7.3 18 11.8

各 種 財 団 基 金 の 補 助 金 6 17.1 8 22.2 8 9.8 22 14.4

そ の 他 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

受 け た こ と が な い 9 25.7 11 30.6 56 68.3 76 49.7

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）複数回答
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２)活用したことがある融資制度

全体では，融資制度を「活用したことがない」

（62.1％）が最も多い（表22）。

環境ビジネス分野別にも，いずれも融資制度を「活

用したことがない」企業が多い。

３)融資を受ける際の障害

全体では，前項で融資制度を「活用したことがな

い」企業が多いためか，融資を受ける際「特に障害

なし」（43.8％）が最も多い（表23）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造及

び環境関連装置製造で「物的担保不足」，「既存借入

金残高が大きい」企業が比較的多くなっている。

⑸ 経営上（企業全体）の諸課題

１)売上高に対する研究開発費

全体では，平成19年度の売上高に対する研究開発

費の比率は「１％未満」（34.6％）及び「０％」（21.6％）

を合わせて半数以上を占める（表24）。

環境ビジネス分野別では，リサイクルは全体と同

様１％未満の企業が多いが，環境調和型製品製造及

び環境関連装置製造は「10％以上」研究開発費をか

けている企業もそれぞれ１割以上ある。

２)経営管理に利用しているツール

全体では，「目標管理（能力開発等）」（48.4％）が

最も多く，次いで「業績評価管理（賃金・業績等）」

表22 活用したことがある融資制度

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

国 の 融 資 制 度 5 14.3 6 16.7 8 9.8 19 12.4

北 海 道 の 融 資 制 度 7 20.0 8 22.2 11 13.4 26 17.0

市 町 村 の 融 資 制 度 4 11.4 0 0.0 10 12.2 14 9.2

商 工 会議所・商 工 会 の 融 資 制 度 1 2.9 0 0.0 4 4.9 5 3.3

そ の 他 2 5.7 3 8.3 2 2.4 7 4.6

活 用 し た こ と が な い 20 57.1 22 61.1 53 64.6 95 62.1

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）複数回答

表23 融資を受ける際の障害

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計
社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

物 的 担 保 不 足 4 11.4 7 19.4 5 6.1 16 10.5

既 存 借 入 金 残 高 が 大 き い 4 11.4 6 16.7 9 11.0 19 12.4

保 証 人 不 足 1 2.9 4 11.1 2 2.4 7 4.6

信 用 力 不 足 2 5.7 4 11.1 6 7.3 12 7.8

研究開発投資の理解が得られない 2 5.7 2 5.6 5 6.1 9 5.9

土 地 本 位 の 評 価 0 0.0 1 2.8 2 2.4 3 2.0

業 績 不 足 3 8.6 2 5.6 4 4.9 9 5.9

保 証 協会の保証 が 受 け ら れ な い 0 0.0 2 5.6 0 0.0 2 1.3

技術・商品アイデアを評価してくれない 2 5.7 4 11.1 3 3.7 9 5.9

事業の将来の収益性が評価されない 1 2.9 4 11.1 4 4.9 9 5.9

そ の 他 1 2.9 0 0.0 1 1.2 2 1.3

特 に 障 害 な し 15 42.9 11 30.6 41 50.0 67 43.8

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も大きな障害と次に大きな障害２つの合計

表24 研究開発費の比率

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

０ ％ 3 8.6 5 13.9 25 30.5 33 21.6

１ ％ 未 満 12 34.3 12 33.3 29 35.4 53 34.6

１ ％ 以 上 ～ ２ ％ 未 満 4 11.4 4 11.1 12 14.6 20 13.1

２ ％ 以 上 ～ ４ ％ 未 満 3 8.6 5 13.9 4 4.9 12 7.8

４ ％ 以 上 ～ ６ ％ 未 満 4 11.4 2 5.6 4 4.9 10 6.5

６ ％ 以 上 ～ ８ ％ 未 満 1 2.9 2 5.6 1 1.2 4 2.6

８ ％ 以 上 ～ 10 ％ 未 満 1 2.9 0.0 4 4.9 5 3.3

10 ％ 以 上 5 14.3 5 13.9 2 2.4 12 7.8

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0
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（39.9％），「品質管理（HACCP・ISO9001等）」

（29.4％）が続いている（表25）。

環境ビジネス分野別に「環境経営管理（ISO14001

等）」の利用状況を見ると，環境調和型製品製造で

25.7％，リサイクルで25.6％であるが，環境関連装

置製造で5.6％と低い。

３)競合他社と比較した自社の強み

全体的では，「技術開発」（30.7％）が最も多く，

次いで「製品企画」（26.1％），「組織・人材」（25.5％），

「販売・サービス」（21.6％）が続いており，ばらつ

きがみられる（表26）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造及

び環境関連装置製造で「技術開発」，「製品企画」が

多く，リサイクルで「販売・サービス」，「特に強み

はない」が多いのが特徴である。

４)経営上の課題

全体では，「需要の低迷」（38.6％）が最も多く，

次いで「諸経費の上昇」（26.1％），「価格の低下」

（23.5％）が続いている（表27）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造及

び環境関連装置製造で「資金の不足」が，リサイク

ルで「同業者の参入」が比較的多いのが特徴である。

５)行政や公的機関に対する要望

全体では，「税制面の優遇措置」（32.7％）が最も

多く，次いで「低利融資」（28.1％）が続いている（表

28）。

環境ビジネス分野別では，環境調和型製品製造及

び環境関連装置製造で「民間金融機関からの融資の

債務保証」が，またリサイクルで「特に要望なし」

が比較的多くなっている。

３ 調査結果の要約（まとめ）

今回のアンケート調査は，20問強に及ぶもので

あったが，153社の企業より協力を得ることができ

た。

この集計結果について，個々の内容・特徴に関し

ては各調査項目で詳細に分析しているので，ここで

は主要な項目ごとに改めて要約する。

⑴ 回答企業の属性

資本金，従業員数，売上高規模などからみて，総

じて小資本・小規模に属する企業からの回答割合が

多くなっている。業種別では，製造業が33.3％，廃

棄物処理業が25.5％，建設業が20.3％と多く，この

３業種で約８割を占めている。なお，設立年数では，

30年以上が約５割を占め，社歴の旧い企業からの回

答が多いといえる。

表25 経営管理方法

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

目 標 管 理（能力開発等) 19 54.3 20 55.6 35 42.7 74 48.4

品 質 管 理（HACCP・ISO9001等) 12 34.3 11 30.6 22 26.8 45 29.4

労 働 安 全 衛 生 管 理（OHSMS等) 7 20.0 6 16.7 14 17.1 27 17.6

業 績 評 価 管 理（賃金・業績等) 15 42.9 18 50.0 28 34.1 61 39.9

環 境 経 営 管 理（ISO14001等) 9 25.7 2 5.6 21 25.6 32 20.9

そ の 他 2 5.7 2 5.6 7 8.5 11 7.2

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）複数回答

表26 貴社の強み

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

販 売 ・ サ ー ビ ス 6 17.1 5 13.9 22 26.8 33 21.6

製 品 企 画 15 42.9 12 33.3 13 15.9 40 26.1

技 術 開 発 16 45.7 19 52.8 12 14.6 47 30.7

設 備 5 14.3 3 8.3 14 17.1 22 14.4

価 格 1 2.9 2 5.6 4 4.9 7 4.6

組 織 ・ 人 材 8 22.9 10 27.8 21 25.6 39 25.5

財 務 体 質 2 5.7 2 5.6 15 18.3 19 12.4

取 引 先 6 17.1 4 11.1 16 19.5 26 17.0

そ の 他 0 0.0 3 8.3 1 1.2 4 2.6

特 に 強 み は な い 4 11.4 3 8.3 18 22.0 25 16.3

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最大の強みと次の強み２つの合計
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⑵ 経営の動向

環境ビジネス分野の売上伸び率は，マイナス約３

割，横ばい約２割，増加約５割となっており，総じ

て増加企業の回答が多くなっている。

企業の経営状況を売上高対経常利益率で判断する

と，赤字計上が予測される企業が２割強で，残りは

黒字経営を行っているものと考えられる。

⑶ 生産資源

地域資源の活用は，全体では廃棄物が最も多く

なっている。しかし，環境関連装置製造では，「技術

や技法」の活用が多くなっている。

地域資源の発掘・再発見は，リサイクル業が「自

社による顧客ニーズの把握」，環境調和型製品製造と

環境関連装置製造は，「自社技術の向上」の回答が多

くなっている。

地域資源の活用による生産面の改善は，環境調和

型製品製造が「新製品開発に活用」，環境関連装置製

造が「研究開発に活用」，リサイクルが「原材料の安

定確保・「原材料として製品差別化に活用」とそれぞ

れの業種特性がでている。また，地域資源の活用を

経営活動面では，販路開拓活動に生かしている企業

が47.1％と多くなっている。

環境関連の製品・装置・サービスへの研究開発期

間は，２年以上が製品開発では60.0％，装置開発で

は61.1％，リサイクルでは29.3％となっており，特

に製品・装置開発は，時間が掛かっている企業が多

い。

環境関連の製品・装置・サービスの販売期間は，

５年未満が環境調和型製品製造45.7％，環境関連装

置製造52.7％となっており，大半がこの分野に進出

して日が浅いといえる。リサイクルは，５年未満

39.0％で５年以上24.4％となっている。

環境配慮の差別化ポイントは，環境調和型製品製

表28 行政や公的機関に対する要望

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

民間金融機関からの融資の債務保証 9 25.7 11 30.6 9 11.0 29 19.0

低 利 融 資 11 31.4 14 38.9 18 22.0 43 28.1

人 材 確 保 ・ 育 成 に 対 す る 支 援 3 8.6 3 8.3 10 12.2 16 10.5

技術情報・ノウハウの提供・相談 4 11.4 9 25.0 12 14.6 25 16.3

市 場 情 報 の 提 供 ・ 相 談 6 17.1 7 19.4 10 12.2 23 15.0

各 種 交 流 会 の 開 催 1 2.9 0 0.0 5 6.1 6 3.9

税 制 面 の 優 遇 措 置 10 28.6 8 22.2 32 39.0 50 32.7

規 制 緩 和 の 促 進 6 17.1 7 19.4 10 12.2 23 15.0

経 営 相 談 窓 口 の 開 設 ・ 強 化 0 0.0 0 0.0 3 3.7 3 2.0

そ の 他 1 2.9 4 11.1 5 6.1 10 6.5

特 に 要 望 な し 7 20.0 2 5.6 18 22.0 27 17.6

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重視するものと次に重視するもの２つの合計

表27 経営上の課題

環境調和型製品製造 環境関連装置製造 リサイクル 計

社 ％ 社 ％ 社 ％ 社 ％

需 要 の 低 迷 13 37.1 18 50.0 28 34.1 59 38.6

価 格 の 低 下 8 22.9 8 22.2 20 24.4 36 23.5

同 業 者 の 参 入 4 11.4 5 13.9 19 23.2 28 18.3

組 織 的 経 営 の 未 確 立 6 17.1 2 5.6 5 6.1 13 8.5

従 業 員 の 力 量 不 足 2 5.7 2 5.6 0 0.0 4 2.6

従 業 員 の 質 的 不 足 3 8.6 3 8.3 7 8.5 13 8.5

マ ー ケ テ ィ ン グ 力 の 不 足 6 17.1 4 11.1 9 11.0 19 12.4

商 品 ・ 企 画 力 の 不 足 3 8.6 3 8.3 3 3.7 9 5.9

研 究 開 発 力 の 不 足 2 5.7 1 2.8 4 4.9 7 4.6

資 金 の 不 足 7 20.0 10 27.8 12 14.6 29 19.0

設 備 の 不 足 3 8.6 3 8.3 8 9.8 14 9.2

人 件 費 の 上 昇 1 2.9 3 8.3 4 4.9 8 5.2

諸 経 費 の 上 昇 7 20.0 5 13.9 28 34.1 40 26.1

情 報 化 の 立 ち 遅 れ 1 2.9 1 2.8 3 3.7 5 3.3

そ の 他 0 0.0 2 5.6 3 3.7 5 3.3

計 35 100.0 36 100.0 82 100.0 153 100.0

注）最も重要な課題と次に重要な課題２つの合計

159北海道環境企業の経営特性に関する調査研究



造が「エコデザイン」，環境関連装置製造が「有害化

学物質規制」，「ライフサイクルアセスメント

（LCA）」，リサイクルが「有害化学物質規制」，「環境

ラベル（エコマーク等）」を上位にあげている。

⑷ 人的資源ネットワーク

環境ビジネス分野での連携は，環境調和型製品製

造とリサイクルでは地域内がそれぞれ63.6％，

55.1％であるのに対して，環境関連装置製造は，地

域内44.4％，地域外44.1％と半々になっている。

連携内容は，環境調和型製品製造と環境関連装置

製造が研究開発（それぞれ48.6％，66.7％），販路開

拓（それぞれ34.3％，38.9％）の順，リサイクルが

販路開拓35.4％，研究開発26.8％の順になってい

る。これらの結果より，いずれも研究開発や販路開

拓での連携を行っていることが分かった。なおかつ，

環境関連装置を製造するには，ものによって道外の

技術などの導入を必要としていることが推測され

る。

連携のキッカケは，「責任者同士の業務上の面識」，

「外部の組織からの仲介」がいずれも30％超の回答

で，次いで「評判を聞いて自社が直接アプローチ」，

「各種商談会や交流会」が20％前後の回答となって

いる。

道内研究機関・公設試験場・大学との連携は，環

境調和型製造と環境関連装置製造の大半が「製品開

発上の相談・技術指導・共同研究」で行っている。

リサイクル企業は，これらと「特に取り組んでいな

い」が58.5％となっている。

道内研究機関・公設試験場・大学との連携に期待

することは，「気軽に相談に応じて欲しい」，「積極的

に情報を提供して欲しい」と約３割の企業が答えて

いる。環境関連装置製造は，この他に「技術情報を

多く持っていて欲しい」も高い要望である。

⑸ 制度資源

環境ビジネス分野の補助金受給経験は，環境調和

型製品製造や環境関連装置製造が５割弱あり，逆に

リサイクル業の約７割が「受けたことがない」と回

答している。製造業は，国や道の補助金を受けてい

ることになり，利用率は高いといえる。

融資制度の活用状況は，環境調和型製品製造・環

境関連装置製造の約６割，リサイクル業の６割強が

「活用していない」と回答している。

融資を受ける際の障害は，約４割の企業が「特に

障害なし」と回答している。また，融資を受ける際，

「物的担保不足」や「既存借入金残高が大きい」とい

う理由が障害になっている。

環境ビジネス分野企業は，補助金を積極的に活用

しているが，融資を受けないところが多くなってい

る。

⑹ 経営上の諸課題

研究開発活動は，低調で「研究開発費ゼロ」が環

境調和型製品製造8.6％，環境関連装置製造13.9％，

リサイクル30.5％となっており，「売上高に対し

１％未満（ゼロを含める）」がそれぞれ42.9％，

47.2％，65.9％となっている。しかし，中には売上

に対して10％以上の「研究開発費」を計上している

企業が環境調和型製品製造で５社，環境関連装置製

造で５社あった。

経営管理方法は，「目標管理」の導入が最も多く，

次いで「業績評価管理」，「品質管理」の順となって

いる。「環境経営管理（ISO14001等）」は，「環境調

和型製品製造」やリサイクルがそれぞれ25.7％，

24.7％の回答なっているが，環境関連装置製造は

5.6％と極めて低い。

自社の強みは，環境調和型製品製造と環境関連装

置製造が「技術開発」，「製品企画」をあげているが，

リサイクルは，「販売・サービス」「組織・人材」を

あげている。

経営上の課題は，３業種とも「需要の低迷」が最

も多く，次いで，環境調和型製品製造が「価格の低

下」，環境関連装置製造が「資金の不足」，「価格の低

下」，リサイクルが「諸経費の上昇」「価格の低下」，

「同業者の参入」をあげている。

行政や公的機関に対しての要望は，「税制面の優遇

措置」，「低利融資」，「融資の債務保証」等の回答が

多くなっている。
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